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被控訴人は、 本準備書面において、原判決の結論の正当性を指摘するとともに、

控訴人らの２０２５ （令和７） 年１月３０日付け控訴理由書（以下「控訴理由書」

という。）及び同年２月２５日付け控訴理由書補充書（以下「控訴理由書補充書」と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

しう。），に対し、 必要と認める範囲で反論する。

　

なお、◆略語等は、 本準備書面で新たに用しるもののほかは、 原判決の例により、

　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

原判決に定義がないものについては、原審における被控訴人の準備書面の例による

（本書面末尾に略語表を添付する。）。 また、 原審における各被告準備書面は、例え

ば、 被告準備書面（１）であれば、「原審被告準備書面（１）」 と表記する。

第１

　

はじめに

１

　

事案の概要

　

本訴訟は、東京都内又は神奈川県川崎市内に居住しているとする控訴人らが、

航空法８３条、 同法施行規則１８９条２項に基づき定められた本件経路
ノ（原判

決別紙２「ＡＩＰチャート目録」記載の羽田空港の新飛行経路であり、 令和２

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

・

年３月２９日に運用が開始されたもの） について、 これに関連するものとして

発出された本件通知及び本件経路の定めが、 いずれも航空機墜落の危険、 航空

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

機からの落下物による危険、 騒音被害及び排気ガス被害の観点から．違法な行政

処分であるとして、それぞれ取消しを求める事案であり、原審の主要な争点は、

①本件通知の処分性の有無、 ②本件経路の定めの処分性の有無、 ③本件経路の

定めの取消しを求める原告適格の有無である。

原判決の要旨

　

原判決は、 大要、 以下のとおり判示し、 ①本件通知の処分性を否定し

　

本件

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

経路の定めにつしても、 ②処分性を否定するとともに、 ③控訴人らの原告適格

を否定した。

｛１） ①本件通知の処分性が否定される，こと

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

本件通知は昭和４５年通知の内容を変更するものであるが、昭和４５年通

２



２０２５年４月３０日１８時３５分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＯう７８０

　

Ｐ， ７

知は、 東京航空局長から東京国際空港長に対して運用上の配慮を求める趣旨

で発出された通知にすぎず、これによって川崎市民が り１１崎石油コンビナー

　

ト地域上空を飛行する航空機の墜落等の事故により自己の生命・身体を侵害

されない」といった法的地位を取得することはなく、かかる期待を仮に抱い

たとしても、それは飽くまで事実上の期待にすぎない。 また、本件通知は専

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

ら行政機関内部における行為であり、外部の者による期待が本件通知により

直接的かつ具体的な影響を受けるものとも認められない。 したがって、本件

通知は、 直接国民の権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上

認められているものとはいえず、処分性を有しない（原判決２２及び２３ペ

ージ）。

（２１②本件経路の定めの処分性が否定されること

　

本件経路の定めは、 将来にわたり羽田空港を利用する不特定多数の航空機

の乗組員に対して反復継続的に適用されることが予定されていることに照ら

して、対象の特定性を欠く一般的な規範の定立行為の性質を有するし、本件

経路が定められた時点においては、 対象となるべき羽田空港を利用する航空

機さえ特定されていないから、本件経路の定めが具体的な個々の航空機乗組

員に対してその飛行経路を実質的に設定するものとはいえず、 航空機乗組員

との関係という観点からみて処分性を有しない。

　

また、 航空法によれば、◆航空機は原則として耐空証明（同法１０条）を受

けなれば航空の用に供してはならない（同法１１条）など、騒音の防止（同

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

法１０条４項２号） や安全性確保 （同項１号） の観点から、およそ航空機を

航空の用に供するために一定の基準等を満たすことが要求されているから、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

航空法は、いかなる者に対しても、 これを燃えて騒音被害や生命・身体に対

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

・

する被害を受忍すべき義務を課しているとは解し難い一方、上記の基準等に

よって保護される対象が特定の飛行経路や飛行場に近接した地域に居住する

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

者に限られていると解することも一般に困難である。さらに、飛行経路が利
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用される頻度は区々であり、飛行経路周辺住民が被る騒音被害の程度や墜落・

落下物の被害が生ずる可能性の程度も飛行経路によって異なるから、 本件経

路の定めは、飛行経路周辺住民に対して、 他の者と区別して特に一定程度の

騒音被害等の受忍を義務付けたり、 墜落・落下物の被害による生命・身体等

への危険を負わせたりするものとは認められない。 したがって、 本件経路の

定めは、周辺住民との関係という観点からみても処分性を有するとはいえな

い（原判決２３ないし３０ページ）。

（３）③控訴人らにつき、本件経路の定めの取消しを求める原告適格が否定され

　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

ること（仮定的判断）

　

前記（２）のとおり、本件経路の定めについて処分性は否定されるが、本件経
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

路の定めに処分性が認められると仮定したとしても、 以下のとおり、 控訴人

らには、本件経路の定めの取消しを求める原告適格がない。

ア

　

騒音被害を理由とする原告適格について

　　

航空法の目的の一つである「航空機の航行に起因する障害」の防止には

　

航空機の騒音による障害の防止も含まれること、 航空機騒音防止法．３条が、

　

国土交通大臣に対し、 航空機の騒音による障害の防止等の観点から飛行経

　

路を変更する権限を付与していること、 飛行経路の定めの段階で騒音障害

　

の有無及び程度が考慮されていることに加え、 航空機の騒音に，よる障害の

　

性質等を考慮すれば、 航空法８３条本文及び同法施行規則１８９条２項は、

　

飛行経路周辺住民が航空機の騒音によって著しい障害を受けないという

　

利益を、・個々人の個別的利益としても保護する趣旨を含むものと解される。

・ したがって、本件経路周辺に居住し、 航空機が本件経路を飛行する結果、

　

騒音の程度、本件経路の一日の利用回数、利用時間帯等からして本件経路

　

を飛行する航空機の騒音によって新たに又は従前以上に社会通念上著し

　

い障害を受けることとなる者は、 本件経路の定めの取消しを求める原告適

　

格を有する。そして、 公害対策基本法、 環境基本法及びこれらを受けた環
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境省告示並びに航空機騒音防止法の規定等からすれば、本件経路の定めの

取消しを求める原告適格を有するのは、本件経路の定めによりＬｄｅｎ６

２デシベル以上の航空機騒音が生じるおそれがある区域に居住する者及

び既にこれ以上の航空機騒音が生じていた区域に居住する住民のうち本

件経路の定めによりその数値が実質的に増加するおそれがある者である

と解すべきところ、控訴人らがその住居地において本件経路の定めにより

Ｌｄ ｅｎで何デシベルの騒音にさらされているかは本件全証拠によって

も不明であるから、騒音被害との関係で控訴人らに原告適格を認めること

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・．

はできない．（原判決３１ないし３８ページ）。・

　

墜落ト落下物を理由とする原告適格について

　

航空法８３条本文及び同法施行規則１．８９条２項による．飛行経路の定め

は、同一の飛行場において離着陸しようとする航空機自体が事故を起こす

ことなく安全に離着陸すること等ができるようにするという航行交通の

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

観点から行われるものと解されるのであって、 同項が、 控訴人ら主張に係

る危険からこれらの者の生命又は身体という利益を個別的利益として係

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

護していると解することはできず、墜落や落下物による被害との関係で控・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

訴人らに原告適格を認めることはできない１（原判決３８ないし４８ペ…

ジ）。

大気汚染を理由とする原告適格について

　

飛行経路の定めは、航空交通の観点から行われるものであり、 特に大気

汚染は、その性質上、被害を受ける者の範囲の特定が極めて困難であるか

ら、航空法８３条本文及び同法施行規則１８９条２項が、 大気汚染の被害

を受けないという利益を飛行経路周辺住民の個別的利益としても保護し

イ

１なお、原判決には、「特段の事情（中略）があるような場合は格別、一般的には」（原判決４０
ページ）という留・保を付したように読める記載があるが、いかなる場合を念頭におき、当該場
合にどのような理由でどのような判断をすべきとするのかは判然としない。



２０２５年４月３０日１８時３６分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， １０

　　

ていると解することはできず、大気汚染による被害との関係で控訴人らに

　　

原告適格を認めることはできない（原判決４８ページ）。

３

　

原判決の正当性及び控訴人らの主張について

　

（１） 本訴訟における被控訴人の事実上及び法律上の主張は、原審の口頭弁論に

　

おいて主張し、 原判決に摘示されたとおりである。

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

原判決の判断のうち、 本件通知の処分性及び本件経路の定めの処分性を否

　

定したことはいずれも正当である２。

　　

また、③控訴人らにつき、本件経路の定めの取消しを求める原告適格を否

　

定した原判決の判断については、「航空法８３条本文及び同法施行規則１８

　

９条２項の趣旨・目的に加え、（中略）航空機の騒音による障害の性質等を考

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

慮すれば、 同項は、 単に飛行経路周辺の環境上の利益を▼般的公益として保

　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

議しようとするにとどまらず、飛行経路周辺住民が航空機の騒音によって著

　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

しい障害を受けないという利益を、 これら個々人の個別的利益としても保護

　

すべきとする趣旨を含むものと解するのが相当である。 したがって、 本件経

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

◆ 路の周辺に居住していて、 航空機が本件経路を飛行する結果、 騒音の程度、
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

本件経路の一目の利用．回数、利用時間帯等からして、 本件経路を飛行する航

　

空機の騒音によって新たに又は従前以上に社会通念上著しい障害を受けるこ

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

ととなる者は、 本件経路の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する満と

２なお、原判決は、「航空法８３条本文及び同法施行規則１８９条２項に基づく飛行経路の定め
の効力を争うためには、その経路の定めに引き続く飛行計画の承認（航空法９７条１項）や指
示・（同法９６条１項）について差止訴訟を提起することや、公法上の法律関係に関する確認の
訴えを提起する余地があるものと解される」（原判決２９ページ）とする。飛行計画の承認（同
法９７条１項）や指示（同法９６条１項）が処分性を有するものであることについては、被控
訴人も否定するところでないが、原審被告準備書面（１）第２の２（３）（１６及び１７ページ）の
とおり、飛行計画の記載事項には飛行の方式が含まれていないこ・と、飛行計画の承認の段階で
は、 同法８３条により設定されたいずれかの飛行経路を飛行することが前提となっているもの
の、具体的な飛行経路までは定まっておらず＼

　

指示において具体的な飛行経路が決まることに
照らせば、誰が、，どのような訴訟を提起することで本件経路の定めの適法性を，争い得るものと
解すべきかについては、．上記説示で示された訴訟類型以外のものも考え得るほか、処分性の点
以外にも当該訴訟類型に応じた他の訴訟要件の問題をクリアする必要があることなど、なお検
討の余地があると考えられる。



２０２５年４月３０Ｂ１８時３６分

　　　

東京灘局 細部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， １１

して、その取消訴訟における原告適格を有する」（原判決３２及び３３ページ）

と判示した点は誤りと言わざるを得ないものの、本件経路の定めについて控

訴人らの原告適格を否定したことは、結論において正当である，

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

（２） これに対し、 控訴人らは、控訴理由書及び控訴理由書補充書において、 前

記原判決の判断あるいは結論が誤っている旨をるる主張するが、 これらはほ

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　

，

ば原審における主張の繰り返しか、独自の見解に基づいて原判決を論難する

ものにすぎず、 原判決の前記判断あるいは結論の正当性を揺るがすものでは

ない。

　

そこで、 被控訴人は、 控訴人らの主張について、 必要と認める範囲で反論

しつつ、 ①本件通知の処分性及び②本件経路の定めの処分性を否定した原判

決の判断が正当であること（第２及び第３）並びに③控訴人らにつき、本件

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
経路の定めの取消しを求める原告適格を否定した原判決の判断が結論におい

て正当であること（第４） について順次述べる。

第２

　

①本件通知の処分性を否定した原判決の判断が正当であること

　

１

　

本件通知の処分性を否定した原判決の正当性について

　　

（１） 本件通知に処分性が認められないことは、 原審被告準備書面（１）第４の１

　　　

（３４ないし４４ページ） 及び原審被告準備書面（２）第１（５及び６ページ）

　　

で詳述したとおりであるところ、 原判決は、前記第１の２（１）のとおり、「本

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

件通知は昭和４５年通知の内容を変更す．る旨の通知であるところ、昭和４，５

　

，
．
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　

年通知は、（中略）東京航空局長から（中略）東京国際空港長（中略）に対し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

． て運用上の配慮を求める趣旨で発出された通知であって・（中略）作用法上の

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

根拠を持たない行為にすぎないものと解され、（中略）原告ら主張に係る「ノーｒ

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

崎石油コンビナート地域上空を飛行する航空機の墜落等の事故により自己の

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

生命・身体を侵害されない」 といった法的に保障された地位を取得すること

　　

もなく、 かかる期待を仮に抱いていたとしても、 それは飽くまでも事実上の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０



２０２５年４月３０日１８時３７分

　　　

東京灘局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，１２

期待にすぎないものというほかはない。また、 本件通知や昭和４５年通知が

専ら行政機関内部における行為である以上、 外部の者による期待が本件通知

や昭和４５年通知それ自体により直接的かつ具体的な影響を受けるものとも

認められない」（原判決２２及び２３ページ）として、処分性を否定したもの

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

であり、 その判断は正当である。

（２） これに対し、控訴人らは、東京地裁昭和４６年判決の判示を挙げた上で（控

訴理由書第２のニ２・４及び５ページ）、⑦昭和４５年通知は昭和４１年に発

生した複数の航空機事故を契機とした社会的な議論の結果として発出された

ものであり、 行政機関内部において運用上の配慮を求める趣旨で発出された

通知などという軽いものではない（同第，２の二１（１）・３ページ、 同第２の二

３１５ないし１０ページ）、④昭和４５年通知の発出後は、本件通知の発出ま

での間、告示に代わるＡＩＰチャートによって飛行制限区域が定められたと

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

同じ効果が生じ、厳格に飛行が禁止されていた（同第２の二１（２）・３ページ、

　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

同第２の二４１１０ないし１３ページ）、◎国際的にコンビナート上空を離着

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

陸のために飛行する飛行場は存在しない（同繁２の二１（３）・３ページ、同第

２の二５・１３ページ）、⑮本件通知と同内容の通知が東京航空局長から川崎

市長宛に発出されており、 これは川崎市民の生命身体財産といった基本的権

利に配慮して発出されたものである（同第２の二１（４）・３及び４ページ、同

第２の二６・１３及び１４ページ）、◎「神奈川県石油コンビナート等防災計

画」 に本件通知を踏まえた記載があることは、 本件通知のみならず、
．昭和４

５年通知が対外的な意味を有し、行政内部の通知にとどまらず、 川崎市民の

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

諸権利に影響を与えていることを示し、国民の具体的な権利、 義務ないし法

律上の利益に変動を来す（同第２のニ１（５）・４ページ、 同第２の二７１１４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

及び１５ページ）、⑩本件通知を踏まえて東芝実験炉（原子炉）が廃止申請さ

れている（同第２の二１（６）・４ページ、同第２の二８・１５及び１６ページ）

などとして、本件通知に処分性が認められる旨主張する。

ｕ



２０２５年４月３０日１８時３７分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，１３

　　

控訴人らの前記主張の趣旨は判然としないが、 前記⑦ないし⑩の事情を理

　

由に、 昭和４５年通知の発出について、東京地裁昭和４６年判決の事案と同

　

様に処分性を認めることができ、 そうである以上、 本件通知の発出も処分性

　

が認められる旨主張するものと解される。

　　

しかしながら、以下のとおり、 本件は東京地裁昭和４６年判決と事案を異

　

にしている上、 前記⑦ないし⑩の主張はいずれも本件通知の処分性を認める

　

論拠になるものではないため、 本件通知の処分性を否定した原判決の判断の
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

正当性を左右するものではない。

２

　

本件通知の処分性を否定した原判決を論難する控訴人らの主張は理由がない

こ と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　

｛１）本件は東京地裁昭和４６年判決と事案を異にするため、同判決は本件通知

　

の処分性を認める根拠にならないこと

　　

控訴人らが挙げる東京地裁昭和４６年判決は、「通達であってもその内容が

　

国民の具体的な権利、 義務ないし法律上の利益に重大なかかわりをもち、か

・

　

つ、 その影響が単に行政組織の内部関係にとどまらず外部にも及び、 国民の

　

具体的な権利、 義務ないしは法律上の利益に変動をきたし、 通達そのものを

　

争わせなければその権利救済を全からしめることができないような特殊例外

　

的な場合には（中略） むしろ通達によって具体的な不利益を受ける国民から

　

通達そのものを訴訟の対象としてその取消を求めることも許されると解され

　

る」と判示するものであるが、原審被告準備書面（２）第１の２（６ページ）で

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

も述べたとおり、東京地裁昭和４６年判決は、 当該訴訟における原告が「原

　

告の製造にかかる右函数尺の販売および販売のための所持」 という法律上の

・ 地位ないし具体的な権利を有することに特段争いのない事案である，

　　

しかしながら、本件において控訴人らがその存在を主張する権利は、 航空

　

機の墜落や航空機からの落下物等により控訴人らの生命・身体・財産が侵害

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

・されないことなどといった抽象的なもの・（いわば、 自己の生命・身体を侵害

１２



２０２５年４月３０日１８軽７分

　　　

東京灘局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，１４

されないことの期待） であって、 原判決が正当に判示するとおり、 控訴人ら

がかかる期待を仮に抱いていたとしても、それは飽くまで事実上の期待にす

ぎないものであるから、 東京地裁昭和４６年判決と本件とは事案を異にする

ため、 同判決は本件通知に処分性を認める根拠とならない。

｛２１控訴人らが種々主張する内容はいずれも本件通知の処分性を認める根拠に

ならないこと

　

原審答弁書第２の４（２）イ （８及び９ページ） 及び原審被告準備書面（１）第

４の１（２）ウ（３７ないし４３ページ） で述べたとおり、 昭和４５年通知は、

航空法８０条及び同法施行規則１７３条に基づくものではなく、周辺自治体

への配慮として、東京航空局長がその所掌事務の一環として東京国際空港長

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

に対して管制業務の内容を通知したものにすぎず、 国民の法律上の地位ない

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

し権利義務関係に何ら影響を及ぼすものではない。

　

そのため、 控訴人らによる、 昭和４５年通知の発出によって、告示に代わ

　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

るＡＩＰチャートによって飛行制限区域が定められたと同じ効果が生じたと

する主張（前記１（２）④の主張）や、昭和４５年通知が川崎市民の生命身体財

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

産といった基本的権利に配慮して発出されたとする主張 （同⑪の主張） は、

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
昭和４５年通知の性質につき、事実と異なる前提をおくものであるから、 い

ずれも本件通知の処分性を認める根拠になるものではない。また、 本件通知

　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

を踏まえて東芝実験炉（原子炉）が廃止申請されたとする主張（同⑩の主張）

についても、 令和元年１２月２３日に廃止措置計画認可申請がなされた原子

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

力技術研究所東芝臨界実験装置（ＮＣＡ）施設は、昭和３８年に運転開始後、

平成２５・年には既に運転を終了しており，（甲第１７９号証１及び２ページ）、

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　

．

新飛行経路の導入と同原子炉の廃止申請に関連性を見出すことはできないか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

ら、本件通知を踏まえて同原子炉が廃止申請されたとの事実関係自体が認め

られない。

　

さらに、 控訴人らによる、 昭和４５年通知が複数の航空機事故を契機とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１３



２０２班４月３０日１８時３７分

　　　

東京湖局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， １５

た社会的な議論によって発出されたものであるとする主張（同⑦の主張）、石

油コンビナート地域上空を離着陸のために飛行する飛行場が存在しないとの

主張３（同◎の主張）、「神奈川県石油コンビナート等防災計画」に本件通知の

内容を踏まえた記載があるとの主張（同⑰の主張）については、かかる事実

関係が存するとしても、 前記原判決が「本件通知や昭和４５年通知が専ら行

政機関内部における行為である以上、外部の者による期待が本件通知や昭和

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

一
４５年通知それ自体により直接的かつ具体的な影響を受けるものとも認めら

れない」（２３ページ）と正しく判示しているとおり、昭和４５年通知の性質

に影響を与えるものではないことから、 本件通知の処分性を認める根拠とな

るものではない。

｛３）小括

　

以上のとおり、 本件は東京地裁昭和４６年判決と事案を異にしている上、

控訴人らが種々主張する内容はいずれも本件通知の処分性を認める論拠にな

るものではないため、 控訴人ちの主張は－

　

本件通知の処分性を否定した原判

決の判断の正当性を左右するものではない。

第３

　

②本件経路の定めの処分性を否定した原判決の判断が正当であること

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

１

　

本件経路の定めの処分性を否定した原判決の正当性について

　

（１） 本件経路の定めに処分性が認められないことは、原審被告準備書面（１）第４

　　

の２ （４５ないし５０ペ｝ジ）及び原審被告準備書面（２）第２の２（７ないし

　　

１２ページ）等で詳述したとおりであるところ、 原判決は、前記第１の２（２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

のとおり、 ０ 「本件経路は、それが定められた時点のみならず、将来にわた

　　

り羽田空港を利用する不特定多数の航空機の乗組員に対して反復継続的に適

　　

用されることが予定されているものであるといえる。 そうすると、本件経路

３なお、石油コンビナ」ト地域上空の飛行に安全上の問題があるとはいえないことは、原審被
告準備書面（１）第７の３ないし５（６０ないし６７ページ） で述べたとおりである。

１４



２０２５年４月３０日１８解８分

　　　

東京総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ，１６

の定めが、 その対象の特定性を欠く一般的な規範の定立行為としう性質を有

することは否定し得ない，（中略）本件経路が定められた時点における航空機

　　

．

　

・

の乗組員に対する効果に絞って検討したとしても、（中略）羽田空港において

航空機がどのような飛行経路により離着陸をするかを定めるのは、時間帯、

風向き、 天候等を勘案して管制官が行う航空法９６条１項に基づく指示（進

入許可ゞ離陸許可），であり、 この指示は、国土交通大臣が定めた飛行経路と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

異なる飛行経路を指定するものであることがありうる （中略） そうすると、

本件経路の定めの時点における航空機の乗組員に限ってみても、 当該乗組員

が負う義務は、 羽田空港における離着陸の際に管制官に指定されたいずれか

の飛行経路を飛行しなければならない蓋然性が高く、かつ、 当該飛行経路の

選択肢には本件経路が含まれるという抽象的なものにとどまり、 本件経路の

定めが具体的な個々の航空機乗組員に対してその飛行経路を実質的に設定す

るものとまでいうことはできない（中略） したがって、本件経路の定めは、

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

国民の個別具体的な権利義務に直接影響を及ぼすとはいえず、処分性は認め
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
られない」（原判決２４及び２５ページ）、◎ 「航空法によれば、 航空機は原

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

則として耐空証明 （１０条） を受けなければ航空の用に供してはならず（１

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

′

１条）、（中略）航空法は、 騒音の防止や安全性確保の観点から、およそ航空

機を航空の用に供するために一定の基準等を満たすことを要求しているもの

とみるべきであり、 いかなる者に対してもこの基準等を超えて騒音被害や生，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

命・身体に対する被害を受忍すべき義務を課しているとは解し難いものとい

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

うべきである。（中略）また、航空法８３条本文及び同法施行規則１８９条２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

項に基づき定められた飛行経路が利用される頻度は飛行経路ごとに区々 であ

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

・

って、飛行経路周辺住民が被る騒音被害の程度や墜落・落下物の被害が生ず

る可能性の程度もまた飛行経路により異なるものとなる上、（中略）管制官が

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

具体的状況の下で個別の航空機に対してこれらと異なる飛行経路を指定する

可能性や、（中略）管制官から指定された飛行経路を外れて航行しなければな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５



２０２５年４月３０日１８時３８分

　　　

東京溺局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， １７

らない可能性も常に存在する。そうすると、 上記飛行経路の定めも、 飛行経

路周辺住民に対し、他の者と区別して特に一定程度の騒音被害等の受忍を義

務付けたり、 墜落・落下物の被害による生命・身体等への危険を負わせたり

するものとはいえない（中略）そうすると、 本件経路の定めは、 本件経路周

辺住民との関係という観点からみても、 処分性を有するとは認められない」

　

（原判決２６ないし２８ページ） として、 処分性を否定，したものであり、 こ

の点に関する原判決の判断は正当である。

（２） これに対し、 控訴人らは、 前記○の判示部分に対し、⑦最高裁平成１４年

判決及び最高裁平成２０年９月１０日判決（民集６２巻８号２０２９ページ。

以下「最高裁平成２０年判決」 としう。） を挙げつつ、 ①ＡＩＰチャートは、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

「適用されるべき多数の乗務員が予定されてはいるが、その対象は「不特定」

ではないと考えられる。」（控訴理由書第３の二１（の・１９及び２０ページ）、

⑪ 「今般、都心低空飛行のために決定された飛行経路の定め（本件のＡＩＰ

による定め） は、パイロットや管制官が基本的には準拠するべき飛行経路で

あり（中略）原告が本件において問題とする都心低空飛行を認めるＡ‐ＩＰチ

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

ャート（中略） は南風時かつ午後３時から午後７時までの飛行経路としては

原則的なものであり、特別の事情のない限りこれが優先して適用されＪる（同

　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

第３のニ２・２１ないし２５ページ） ⑬，「仮に、 ＡＩＰチャートの発出後の

いずれの段階かをとらえて抗告訴訟の対象を選択できる余地があるとして

も」、「後の具体的処分を争うことができるかどうかにかかわらず、 ＡＩＰチ

ャートそのものに処分性を認め抗告訴訟の対象とすることが、紛争の成熟性、

権利救済の必要性の観点から最も妥当な判断である」（同第３のニ１（４）・１

　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

９及び２０ページ）などと主張する。

　

また、 前記◎の判示部分に対しては、 ④離着陸前後のクリティカル１１ミ

ニッツは事故の危険性が高く、当該時間帯の飛行経路下の住民に特別の受忍

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

を強いてしるため、 処分性を有する（同第３の三２・２６及び２７ページ）、

１６



２０２５年４月３０Ｂ１８時３８分

　　　

東京溺局 細部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

縦寺７８０

　

Ｐ， １８

　

◎航空機の墜落及び航空機からの落下物について、 航空法の目的規定やその

　

他の規定 （同法８９条及び９１条）等は、 墜落や落下物によって飛行経路周

　

辺直下の住民の生命身体の安全や財産の安全を確保することを求めていると

　　

した上で、 本件経路の定めが、本件経路周辺の住民に特別の受忍を強いてい

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

るから、処分性を有する（同２７及び２８ページ）、．◎いわゆる厚木基地訴訟

　

に係る平成５年最高裁判決は、受忍限度を超えない程度の騒音被害について

　

受忍義務を課していると判断したものであり、自衛隊機の運行と一般航空機

　

の運航のどちらも、 その運航に必然的に伴う騒音等について周辺住民の受忍
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

を義務付けるものであるから、 目，衛隊機の運航と一般航空機の運航の相違を

　

もって、 本件が平成５年最高裁判決の射程の範囲外であるということにはな

　

らず、 本件経路周辺の住民には特別の受忍義務が課せられている （同筋３の

　　　　　

ママ

　

三２・２８ないし３２ページ） などと主張するほか、 ⑩本件経路の定めによ

　

り、・制限表面が変更され、 新たに建築制限が生じておりゞ経路の設定により

　

潜在的に建築制限という法律効果が生じているから、 本件経路の定めに処分

　

性が認められる（同第３の四・３２ないし３４ページ）、⑩東京地裁平成４年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

３月１８日判決（訟月３８巻８号１５１１ページ。以下「東京地裁平成４年

　

判決」という。） を前提にゞ 控訴人らは｛飛行計画の承認や指示の差止訴訟は

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

提起できないから、 本件経路の定めの取消訴訟以外に争う手段がない（同第

　

３の五・３４ないし３９ページ） などとして、 本件経略の定めに処分性を認

　

めるべきであると主張する。・

　　

しかしながら、 以下のとおり、 前記⑦ないし⑩の主張はいずれも本件経路

　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

の定めの処分性を認める論拠となるも，のではないため、本件経路の定めの処

　

分性を否定した原判決の結論の正当性を左右するものではない。

２

　

本件経路の定めの処分性を否定した原判決を論難する控訴人らの主張は理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

がないこと

　

（１）本件は最高裁平成１４年判決及び最高裁平成２０年判決と事案を異にして

１７



２０２５年４月３０日１８時３８分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， １９

いるため、 これらの判決を前提に本件経路の定めの処分性を論じる控訴人ら

の主張に理由がないこと

ア

　

控訴人らの前記１（２）⑦①ないし⑩の主張は、要するに、最高裁平成１４

年判決及び最高裁平成２０年判決の事案と本件経路の定めが類似している

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

として、 ①対象の特定性、⑪法的効果とその直接性、⑪救済方法としての

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

合理性のそれぞれの観点から、前記各判決と同様に処分性を肯定するべき

である旨主張するものと解される。

イ

　

しかしながら、原審被告準備書面（２）第２の２（１）（７ないし１２ページ）

でも述べたとおり、最高裁平成１４年判決の事案は、問題とされる行政行

為が、 告示行為による一括指定の体裁を探りつつ、個々の道路に対する個

， 別の権利者に向けられたものであり、 それによる影響も特定の国民の具体

　

的権利義務に対する直接的なものであったという点で、本件とは事案を異

　

にしている。

　

すなわち、 最高裁平成１４年判決の事案は、 建築基準法４２条２項に基

，づく告示による一括指定の方法によるみなし道路指定の処分性が問題と　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
なったところ、 原審被告準備書面（２）第２の２（１）ウ（１０ないし１２ペー

　

ジ）で詳述したとおり、 前記①の点について見ると、その指定の直接の効

　

果が及ぶ範囲は、当該指定の対象となる土地の権利者という範囲に限定さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

れていると解されること、前記⑪の点については、告示のみによって２項

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

道路の指定の効果が直接生じると解されることから、多数の者に対する処，

分の集合体として、 その処分性が肯定されたものと理解することができる。

　

これに対し、．本件経路の定めは、特定の空港等への離着陸等に際して航空

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

機が従うべき飛行経路を一般的に定めるものであって、 その名宛人自体、

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

飛行経路設定行為時のみならずその後においても個別に特定され得ない

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

不特定多数の各航空機の乗組員一般である。 しかも、 設定された飛行経路

　

自体、 空港等によっては、複数に及ぶ場合もあるのであり、そのような経

１８



２０２５年４月３０日１８時３９分

　　　

鯨総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，２０

路の設定行為それ自体が各航空機の乗組員による当該航空機の運航を個

別具体的に制限することになるものではない。つまり、実際に各航空機の

乗組員が複数設定された飛行経路のうちどれを取るかは、個々の航空機の

運航時における、管制官による個別具体的な指示（航空法９６条１項）に

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

よるものであって、その内容は、例えば、天候等に応じて、航空法８３条、

同法施行規則１８９条２項によりあらかじめ設定された飛行経路のうち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

どれを取るかについての具体的な特定が行われることになるのである。

　

これに対し、 控訴人らは、 ＡＩＰチャートは、 適用されるべき多数の乗

務員が予定されてはいるが、その対象は「不特定」ではない（前記①）、都

心低空飛行のために決定された経路（本件のＡＩＰによる定め） は、パイ

ロットや管制官が基本的には準拠するべき飛行経路であり、 特別の事情の

無い限りこれが優先的に適用される（前記⑪） などと主張するが、 最終的

な飛行経路は、複数の「飛行の方式」（例えば、午後３時から午後７時まで

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

のうち３時間程度の時間帯における着陸の際に用いられる飛行経路は合

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

計２４方式ある。） の中から、その時点における風向きや天候等を勘案し

て、管制官が適切な飛行経路を個別具体的に指示することによって定まる

ものであり、 ＡＩＰチャ トの記載により義務を発生させるものではない

から、 控訴人らの前記各主張には理由がない。

　

このように、 本件経路の定めと最高裁平成１４年判決で問題となった－
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

．
括指定によるみなし道路指定とでは、そもそもの根拠法令はもとより、 各

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

，

根拠法規が予定する対象も行為に伴う法的効果も異なることは明らかで

あるから、同判決を前提に本件経路の定めの処分性を論じる控訴人らの主

張には理由がない。

　

次に、土地区画整理事業の事業計画決定の処分性を肯定した最高裁平成

２０年判決は、前記①及び⑪の点について、「施行地区内の宅地所有者等は

（中略）土地区画整理事業の手続に従って換地処分を受けるべき地位に立・

ウ

１９



２０２５年４月３０日１８時３９分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＯう７８０

　

Ｐ， ２１

たされるものということができ、その意味で、その法的地位に直接的な影

響が生ずるものというべきであり、事業計画の決定に伴う法的効果が一般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

的、 抽象的なものにすぎないということはできない」こと、前記⑰の点に

ついては、後続する換地処分等の段階で取消訴訟を提起しても事情判決（行

訴法３１条１項）がされる可能性が相当程度あり「実効的な権利救済」の
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

観点から取消訴訟を認める合理性があることから、その処分性が肯定さ・れ

たものと理解することがで，きる。 しかるところ、 一般処分の処分性の議論

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

の範瞭に含まれるものとしては、都市計画区域内の地域地区の決定 （都市

計画法８条１項各号） の処分性という問題もあるところ、 この点につき、

最高裁判所は、地域地区の決定につき一貫して処分性を否定している （工

業地域の決定につき最高裁昭和５７年４月２２日第一小法廷判決・民集３

　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

６巻４号７０５ページ、高度地域の決定につき最高裁昭和５７年４月２２

日第一小法廷判決・集民１３５号７４９ページ。 また、 これに類似する都

市計画法１２条の４の地区計画の決定につき最高裁平成６年４月２２日第

二小法廷判決・集民１７２号４４５ページ参照。）。

　

これらの都市計画決定については、 決定がされた地域の土地所有者に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

して新たに建築制限等を課すものであり、 しかも、その範囲は特定されて

いるから、 一見、 前記①及び①の観点は満たすようにもみえるが・、 最高裁

判所は、「かかる効果は、あたかも新たに右のような制約を課する法令が制

定された場合におけると同様の当該地域内の不特定多数の者に対する一

般的抽象的なそれにすぎＪ ないなどとして、 その処分性を否，定している。

これは、 前記⑪救済方法としての合理性にも関連するが、いわゆる紛争の

成熟性の観点（法的効果の具体性）が考慮されたものと解される（新村正

人・最高裁判所判例解説民事篤昭和５７年度４０４ページ以下参照）。すな

わち、 地域地区の決定によって建築制限等が課されても、．多くの者にとっ

てそれは抽象的観念的な自由の制約（将来の仮定的決定に対する拘束）に

２０



２０２５年４月３０Ｂ１８廓９分

　　　

東京溺局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２２

すぎないから、この時点で公定力や不可争力を伴う処分性を認めるのでは

なく、 将来建築制限を超える建築物を建てようとする者等が現れた場合に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

その者につき建築確認申請却下処分の取消訴訟等により個別に権利救済

を図ることで足りるし、 むしろその方が出訴期間等の制約なく違法性を主

張し得る点で合理的であるという考え方であると解されるのである。 この

ように、 処分性の議論は広い意味での訴えの利益の問題であるから、 処分

性の公式に形式的に当てはめるだけではなく、実効的な権利救済のために

抗告訴訟の対象として取り上げるのが合理的であるかどうかという観点

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

を考慮することも必要であると解される （最高裁平成２０年判決の調査官

解説である増田稔・最高裁判所判例解説民事篇平成２０年度４５２ページ

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
以下参照）。

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

そうしたところ、本件経路の定めは、前記イのとおり、不特定多数の航
．

空機乗組員を対象にしたもので、「施行地区内の宅地所有者」という限定さ

れた者を対象とした土地事業計画とは異なる（前記①）。また前記⑪につい

て、 本件経路の定めは、 あらかじめ定められた複数の経路から航空法９６

条１項の管制官の指示により指定されるまで、実際にどの飛行の方式を使

用して離着陸を行う・かについて定まっておらず、特定の航空機の乗組員に

対し、 特定の飛行経路を運航する義務を負う法的地位に立たせるものでは

ないのであって、事業計画が公告されることよって建築制限等の法的効果

が生じ、 いったんその決定がされると、施行地区内，の宅地の宅地所有者等

はその後の手続として当然に行われる換地処分を受けるべき地位に立た

される土地区画事業の事業計画の決定とは事案を異にする。

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

このように、本件経路の定めは、，特定の航空機の乗組員に対し、特定の

飛行経路を運航する義務を負う法的地位に立たせるものではなく、 本件経

路の定めの時点においては、◆その対象となるべき羽田空港を利用する航空

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

機さえ特定されておらず、 離陸時又は着陸時において個々の航空機におけ

２１



２０２５年４月３０日１８Ｂ寺４０分

　　　

鯨溺局 織部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，２３

　　

る実際の飛行の方式が定まるのは、 航空法９７条１項により飛行計画が承

　

認された後、 同法９６条１項の規定による管制官の指示が行われる時点な

　

のであるから、仮に、 本件経路の定めの時点における航空機の乗組員につ

　　

いて何らかの義務を発生させるものだとしても、それ，は抽象的観念的な自

　　

由の制約 （将来の仮定的決定に対する拘束） にすぎず、 この時点で公定力

　

や不可争力を伴う処分性を認めることは、紛争の成熟性の観点（法的効果

　

の具体性）からも相当ではない，（前記⑪）。

　　

このように、本件経路の定めは、前記①ないし⑯のいずれの観点からも、

　

最高裁平成２０年判決とは事案を異にするものであり、 むしろ、都市計画

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

決定に関する前記最高裁昭和５７年４月２２日第「小法廷判決、最高裁昭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

和５７年４月２２日第一小法廷判決、最高裁平成６年４月２２日第二小法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ー

　

廷判決を踏まえれば、、実効的な権利救済の観点から見ても、本件経路の定

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

，

　

めについては処分性を否定する方が合理的であるといえる。
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

工

　

以上のとおり、本件経路の定めは、一般的規範を定立したものにすぎず、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　

その効果は一般的・抽象的なものにとどまるとい．うべきであり、最高裁平

　

成１４年判決及び最高裁平成２０年判決とは事案を異にしているため、 こ

　

れらの判決を前提に本件経路の定めの処分性を論じる控訴人らの前記１

　

（２）⑦の主張には理由がない。

｛２｝

　

本件経路の定めが、本件経路周辺の住民に特別の受忍を強いているから、

処分性が認められるとする控訴人らの主張に理由がないこと

ア

　

控訴人らは、前記１（２）のとおり 離着陸前後のクリティカル１１ミニッ

　

ツにおける事故の危険性 （前記１（２）④の主張）、 航空法の目的規定や同法

　

８９条及び９１条の規定（同◎の主張）、平成５年最高裁判決の射程（同◎

　

の主張） を指摘し、本件経路の定めによって、 本件経路周辺の住民には特

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

別の受忍義務が課せられていることから処分性が認められるべきである旨

　

主張している。

２２



２０２５年４月３０日１８時４０分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２４

　

しかしながら、 原審被告準備書面（１）第７の３（２）ア（６２ページ） で述

べたとおり、 控訴人らの 「クリティカル１１ミニッツ」 に係る主張は、 一

般論であり、 墜落に係る抽象的な危険性を述べるものにすぎない。 なお、

航空法７６条に基づき国土交通省に報告されているデータによれば、 平成

２６年から令和５年において、我が国の領域で発生した大型飛行機に係る

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

事故及び外国領域・公海上で発生した我が国の大型飛行機に係る事故のう

　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

ち、概ね離陸後３分ないし着陸前８分に発生したものは９件あるが、死亡

　　　　　　　　　　　　　　

・

．
事故は０件である（乙８６）。また、９件の事故についても、着陸特に滑走

路へ強く接地したことによる機体の損傷や、 滑走路面への機体後部の接触

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

等、空港内での離着陸特に発生した事案であることから、 いずれも墜落や

落下物を伴うものではなく、 飛行経路下の市民の生命身体財産に影響を与・
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

えていないことから、 少なくとも、 航空法その他の関連法の規定に基づき

航空機の運航が行われている限り、 我が国の領域において航空機が離着陸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

時に飛行経路周辺住民の生命及び身体の安全に被害を及ぼす危険が高いと

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

はいえない。 したがって、 離着陸前後のクリティカル１１ミニッツにおけ

る事故の危険性を前提に、本件経路の定めによって、
．本件経路周辺の住民

に特別の受忍義務が課せられている旨の主張（前記１（２）⑦の主張）には理

由がない。

　

また、控訴人らは、航空法１条の目的規定において、「航空機の航行の安

全及び航空機の航行に起因する障害の防止を図るための方法を定め］と規

定されていることや； 同法８９条が．「何人も、 航空機から物件を投下して

はならない」 と規定してしること、 同法９１条が「国土交通省令で定める

距離以上ある場合でなければ、宙返り、 横転その他の国土交通省令で定め

る曲技飛行、 航空機の試験をする飛行又は国土交通省令で定める著しい高

速の飛行（略） を行ってはならない」 と規定していることを前提に、本件

経路の定めによって、本件経路周辺の住民には特別の受忍義務が課せられ

イ

ウ

２３



２０２５年４月３０日１８時４０分

　　　

東京法務局言公務害Ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２う

　　　　　

ているなどと主張するが、 その論旨は不明確であり、 ひっきょう、 極めて

　　　　　

抽象的な墜落や落下物の危険性を指摘するものにすぎない。 したがって、

　　　　　

前記各規定を前提に、 本件経路の定めによって、本件経路周辺の住民に特

　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

別の受忍が課せられている旨の主張 （同◎の主張） には理由がない。

　　　　

工

　

さらに、控訴人らが指摘する平成５年最高裁判決については、 原審被告

　　　　

，準備書面（３）第２（４ないし１５ページ）で述べたとおり、各厚木最高裁判

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

決は、 自衛隊の任務の性質、自衛隊機の運航の特殊性に照らし、自衛隊機

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

の運航が直接周辺住民に特に通常とは異なる被害を強いることから受忍義

　　　　　

務を観念した上で、 処分性を導き出していると解されるのであって、 本件

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

のような、 航空法の規制をクリアした騒音レベルが、 一定の時間帯に発生

　　　　　

し、 その運航主体が国の機関ではなく、騒音の影響を受ける周辺住民との

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

関係に関して運航主体たる民間航空業者等の行為や権利義務についても考

　　　　　

慮する必要のある民間機の運航による場合にまで、 国土交通大臣に対して

　　　　　

周辺住民に対する騒音への配慮義務を課し周辺住民に受忍義務を課すもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

と解されるものではない。

　　　　　　

したがって、 平成５年最高裁判決の射程を指摘し、 本件経路の定めによ

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

って、本件経路周辺の住民には特別の受忍義務が課せられている旨の主張

　　　　　　

（前記１（２）＠の主張） には理由がない。

　　　

・（３） 本件経路の定めにより建築制限が課せられることを理由に、 処分性が認め

　　　　

られるとする控訴人らの主張に理由がないこと

　　　

， ア

　

控訴人らは、前記１（２）のとおり、本件経路の定めにより、制限表面が変

　　　　　

更され、新たに建築制限が生じており、 経路の設定により潜在的に建築制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

限という法律効果が生じているから、本件経路の定めに処分性が認められ

　　　　　

るなどと主張 （前記１（２）◎の主張） している。

　　　　

イ

　

控訴人らが指摘する制限表面の指定の詳細は、原審被告準備書面（１）第２

　　　　　

の２（２）ア（８ないし１・１ページ）で述べたとおりであるところ、控訴人ら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２４



２０２５年４月３０日１８時４０分

　　　

東京総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２６

　

は、かかる制限表面の指定が取消訴訟の対象とならず、制限表面の指定に

　

よる権利制限を争うのであれば、本件経路の定めに対する不服申立てによ

　

って争うほかない（控訴理由書第３の四３ １ ３４ページ）などと主張して

　

いるが、 制限表面の指定は処分性を有すると解されているため
・（東京地裁

　

平成６年１月２７日判決（判時１４９５号６７ページ）。東京高裁平成１５

　

年１月３０日（裁判所ホームページ）で維持、上告棄却・上告不受理）、か

　

かる処分による権利制限に不眠があれば、 端的に、同処分の効力を争えば

　

足りるのであるから、 制限表面の指定による建築制限をもって、本件経路

　

の定めに処分性が認められるべきとする控訴人らの主張には理由がない，

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

｛４）東京地裁平成４年判決を前提に本件経路の定めについて処分性が認められ

るべきとする控訴人らの主張に理由がないこと

ア

　

控訴人らは、前記東京地裁平成４年判決を前提に、控訴人らは、 飛行司・

　

画の承認や指示の差止訴訟は提起できないのであるから、本件経路の定め

　

の処分性を認め、 これの取消訴訟によって争う必要がある旨主張（前記１

　

（２）の主張⑩） している。

イ

　

しかしながら、 東京地裁平成・４年判決の事案は、 空港の滑走路から約８

　

００メートルの距離において工場を操業するなどしていた原告らが、当時

　

の運輸大臣又は同空港事務所長に対し、主位的に特定の滑走路を－定方向
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　

．

　

からの離着陸に供用することの禁止をもとめるとともに、予備的に航空機

　

に対して同滑走路を一定方向から離着陸する指示（航空法９６条１項） を

　

．することの禁止、 あるいは同指示の無効確認を求めた事案であるところ、

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

，

・

　

同判決は、 前記予備的請求部分について、 同指示に処分性が認められるこ

　

とを前提としつつ、「航空交通に関する指示の根拠法規たろ右の規定（引用

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

者注；航空法９６条１項） は、原告らの主張するような航空機の離着陸に

　

よる騒音、 振動、 大気汚染、 通話妨害等に包含している規定ではないので
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

ある。 したがって、 原告らは、，右の航空交通に係る指示処分の無効等の確

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２５



２０２５年４月３０日１８時４１分

　　

．東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

皿５７８０

　

Ｐ， ２７

　　

認を求めるについて法律上の利益を有するとは認められず、直の各訴えは、

　　

この点からしても不適法なものというべきである。」（下線は引用者による）

　　

と判示し、 訴訟要件のうち、原告適格を満たさないものとして訴えを却下

　　

したものである。

　　　

しかるところ、 処分性の要件は、 原告適格等とは異なり、 ある行政庁の

　　

行為が一般的類型的に抗告訴訟の対象になるかという問題であるから、原

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

，

　　

告らの属性などの個別事情は基本的に検討対象とはならず、 専ら根拠法令

　　

及び関係法令から判断することになるものであって、原告適格とは別次元
，

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

で判断されるものであり

　

処分性が認められた場合の次の段階として、当

　　

該処分を争うべき資格をどの範囲で認めるべきかが原告適格として判断さ

　　

れることとなる。

　　

・

　

そのため、 控訴人らの前記主張というものは、 処分性の議論と原告適格

　　

の議論を同一次元で論じた上で、 原告適格の結論を先取りし、 当該処分を

　　

争うべき資格を有しない者である場合は、別異の段階で処分性が認められ

　　

るべきなどという独自の見解を述べるものにすぎない。

　　　

よって、 東京地裁平成４年判決を前提に本件経路の定めについて処分性

　　

が認められるべきとする控訴人らの主張には理由がない。

３

　

小括

　

以上のとおり、 本件経路の定めに処分性が認められないとした原判決は正当

であり、これを論難する控訴人らの主張はいずれも理由がない。

第４

　

⑨控訴人らにつき、本件経路の定めの取消しを求める原告適格を否定した原

　

判決の判断が結論において正当であること

　

１

　

原判決の判断のうち是正されるべき点について

　　

（Ｄ

　

原告適格の有無に関する控訴人らの主張に理由がないことについては、 原

　　

審被告準備書面（１）第４の３（・５０ないし５５ページ）、原審被告準備書面（２）

２６



２０２５年４月３０日１８時４１分

　　　

東京灘鰯公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２８

第３の２ （１３ないし３０ページ） 等で詳述したとおりである。

　

これに対し、原判決は、騒音被害（前記第１の２｛３）ア）、墜落・落下物（同

イ）及び大気汚染（同ウ）の各観点から控訴人らの原告適格の有無を判断し、

結論において、いずれの観点からもこれを否定したが、騒音被害については、

前記第１の３｛１）のとおり、「航空法８３条本文及び同法施行規則１８９条２

項の趣旨・目的に加え、（中略）航空機の騒音による障害の性質等を考慮すれ

ば、 同項は、単に飛行経路周辺の環境上の利益を一般的公益として保護しよ

うとするにとどまらず、 飛行経路周辺住民が航空機の騒音によって著しい障

害を受けないという利益を、これら個々人の個別的利益としても保護すべき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

とする趣旨を含むものと解するのが相当である， したがって、本件経路の周

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

辺に居住していて、 航空機が本件経路を飛行する結果、 騒音の程度、本件経

路の一日の利用回数、 利用時間帯等からして、本件経路を飛行する航空機の

　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

騒音によって新たに又は従前以上に社会通念上著しい障害を受けることとな

る者は、 本件経略の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者として、，

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

その取消訴訟における原告適格を有する」（原判決３２及び３３ページ）と判

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

示した。

（２） しかしながら、原審被告準備書面（１）第４の３（５０ないし５５ページ）で

述べたとおり、 新たな飛行経路の設定の根拠条文である航空法８３条、 同法

施行規則１８９条２項は、行政機関に対し、 専ら航空交通の安全を考慮する

、という見地から、 航行方法等を設定することを求めているにすぎずゞ それ以

上に控訴人らが主張するような騒音被害等を防止することや生命、 身体の安

　　　　

．

　　　　　　

，
全等について周辺住民の個別的利益として配慮することまで求めてしると解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
することは困難である。 また、航空法８３条及び同法施行規則１８９条２項

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

によって定められた飛行経路は、 実際に航空機が航行をする場面においてゞ

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
◆

　　　　　　　　　　　　　　

・

同法９７条による飛行計画の通報・承認及び同法９６条による管制官の指示

を経ることが予定されており、 同飛行経路は、後の処分と一体となって初め

２７



２０２５年４月３０日１８時４１分

　　　

鯨総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ２９

て具体的に機能することになるのであるから、 同法９７条及び９６条の規定

の趣旨・目的と一体的な解釈がされるべきである。

　

そうであるところ、 航空法９６条１項が、 航空機が航空交通管制区等にお

いて国土交通大臣の指示に従って航行しなければならない旨定めたのは、 専

ら航空交通の安全を考慮するという見地からされたもので、 同法９７条１項

が、 計器飛行方式の場合に、 飛行計画の承認まで要する旨定めたのも、専ら

所管行政官庁の航空交通管制業務その他の業務を．円滑、．迅速に行うという趣

旨目的のものである以上、 上記各規定は、 いずれも、 各航空機が航行する航

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

路周辺の住民等個々人が当該航空機の騒音等にさらされないとしう個別具体

的な利益を保護することを目的としたものではない。他方、 円滑な航空交通

管制業務の確保は航空機の航行の安全を目的とし、これに資するものであり、

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

その結果飛行機の騒音にさらされることを防止することにもなる場合があり

▲得るが、これにより得られる住民の利益は一般公益（反射的利益）にほかな

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

・

らないというべきである。 このように、 航空法９６条１項及び同法９７条１

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

項は、空港周辺の住民等個々人が航空機の騒音によって身体上ないし精神上

の被害を受けないという個別具体的な利益まで保護しようとしているとはい

えないものであり、 同法８３条及び同法施行規則１８９条２項によって定め

られる飛行経路についても、これら諸規定と一体的に解釈されるべきである。
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

この点については、 前記東京地裁平成４年判決においても「航空交通の指

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

示の根拠となる法９６条の規定によれば、 右の指示は、 専ら航空交通の安全

を考慮するという見地から、 航空交通管制区又は航空交通管制圏における航

　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

空機の離陸若しくは着陸の順序、時機若しくを 方法又は飛行の方法について

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　

．．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

与えられるものとされているのであり、石の指示を行うに当たって、 原告の

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

主張するような航空機の離着陸の際の騒音、 振動等による障害の防止という

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

観点をも考慮すべき旨が定められているものとは解し難いところである。す

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

なわち、 右の指示は、 専ら同一の飛行場において離着陸しようとする多くの

２８



２０２５年４月３０Ｂ１８時４１分

　　　

東京総局 織部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３０

航空機が事故を起こすことなく安全に離着陸すること等ができる．ようにする

ため、相互の離着陸の順序や時機、方法等を技術的に整理、 調整するという

観点から行われるにとどまるものと考えられるのであって、 法が、 右の指示

を行うに当たって、 飛行場周辺の住民等に対する騒音、振動、 大気汚染、 雑

音電波、 通話妨害、 企業活動への悪影響等による被害を防止するという配慮

を行うことまでを要求しているものとは解し得ないのである。」 と正しく判

示されているほか、 航空路の周辺住民である原告らが、当時の国土交通大臣

に対し、 特定の経路の飛行計画について、 航空法９７条１項の承認を与える

ことの差止めを求めるなどした事案である東京地裁平成２０年１０月１７日

判決（ＬＬＩ／ＤＢ判例秘書登載【判例番号｝Ｌ０６３３２５９４。以下「東

京地裁平成２０年判決」 という。） においても、「航空法が、 計器飛行方式に

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

より、 航空交通管制圏若しくは航空交通情報圏に係る空港等から出発し、 又

は航空交通管制区、航空交通管制圏若しくは航空交通情報圏を飛行しようと
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

する航空機に対し、飛行計画の承認を要することとした趣旨及び目的は、 航

空交通管制の観点から、安全かつ円滑な航空機の航行を確保しようとしたも

のであるというべきであって、 航空路の周辺に居住する者の個別的利益を保

護すべきものとする趣旨を含むものであると解することは困難である，」 と

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

判示されているところである。

（３） 以上のとおり、 航空法８３条、 同法施行規則１８９条２項は、 同法９７条

及び同法９６条の規定の趣旨・目的と一体的な解釈がされるべきであるとこ

ろ、 これらは、 いずれも航空交通の安全という公益を図った規定であり、お

よそ、 飛行経路周辺住民個々人の個別的利益を図る趣旨の規定でないことは

明らかであるから、本件経路の定めについては、 騒音被害の点を捉えたとし

ても控訴人らを含む周辺住民に原告適格を認める余地はなく、上記（１）で引用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

，

した原判決の判示部分は、 航空法８３条及び同法施行規則１
・８９条２項の解

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

釈を誤ったものと言わざるを得ない。

２９



２０２５年４月３０日１８時４２分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３１

２

　

本件経路の定めにつき、控訴人らの原告適格を否定した原判決の結論の正当

性について

　

（１），前記１の点を除けば控訴人らの原告適格を否定した原判決の判断は正当で

　

ある，すなわち、原判決は、前記第１の２（３）イ及びウのとおり、墜落・落下

　

物及び大気汚染の被害については、 航空法８３条本文及び同法施行規則１８

　

９条２項が飛行経路周辺住民の個別的利益として保護しているとは解せない

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

旨判示しているところ、 これらの点についても、 前記１で述べた騒音被害に

　

関する被控訴人の主張と同様の立論が成り立つところ、 原判決は・これと同旨

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

を述べるものである。

　　

また、 上記原判決の判断の正当性については、 前記東京地裁平成４年判決

　

において、前記１で引用した判示に引き続き、「もちろん、右の指示が適切に

　

行わ．れ航空機の衝突等の事故が避けられることにより、周辺住民も航空機の

　

墜落等の事故による被害を免れるという型躯益を受はることにはなるが、 この

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

ような利益は、 いわゆる反射的な利益又は事実上の利益にとどまるものとい

　

うべきである一 （下線は引用者による）と判示されてしるほか、 前記東京地

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

栽平成２０年判決の控訴審である東京高裁平成２２年２月１８日判決（ＬＬ

　

Ｉ／ＤＢ判例秘書登載【判例番号）Ｌ０６５２０４３０）においても、「法（引

　

用者注：航空法）９７条各項や航空法施行規則２０３条１項等の規定からす

　

ると、 法９７条１項が飛行計画の通報だけではなく国土交通大臣による飛行

　

計画の承認を要することとしたのは、計器飛行方式が一定の経路によりかつ

， 国土交通大臣が与える指示に常時従い又は国土交通大臣が提供する情報を常

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

時聴取して行う飛行の方式であること，を考慮し、航空機相互間の衝突の防止、

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　

航空機と障害物との衝突の防止並びに航空交通の秩序ある流れの維持及び促

　

進という航空交通管制の観点から、 飛行計画を審査し、 それを承認すること

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

により、安全かつ円滑な航空機の航行を確保しようとしたものであると解す

　

るのが相当であり、 航空機の墜落から航空路の周辺に居住する者の生命・身

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３０



２０２５年４月３０日

　

脚寺４２分

　　　

東京総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３２

体の安全という個別的利益をも

　

冒する趣旨を含むものと解することはでき

ないというべきである。」、「法７５条 （危難が生じた場合の機長の措置）、８

　

１条（最低安全高度以下での飛行の禁止）、８９・条（物件投下の禁止）及び９

　

１条（曲技飛行等の制限）の各規定は、航空機の操縦者又は搭乗者を対象と

して、それぞれの場面ごとにあるいはそれぞれの観点から、 航空機が及ぼす

損害を直接的に防止するための規制をしている規定であり、，他方、法９７条

↓虫は、 航空機相互間の衝突の防止、 航空機と障害物との衝突の防止並びに

航空交通の秩序ある流れの維持及び促進という航空交通管制の観点から、 飛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

，

行計画を審査し、それを承認することにより、 安全かつ円滑な航空機の航行

を確保しようとする規定であるから、 両者はその趣旨及び目的を異にし、 上

記の各規定をもって、 ９７条１項が航空機の墜落から航空路の周辺に居住す

る者の生命・身体の安全という

　

１， １益をも保
…．する趣ねを含むものと解

することはできないものというべきである。」（下線は引用者による） と判示

されていることからも裏付けられていると言える。

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

．

（２） これに対し、控訴人らは、原判決が騒音被害について、「本件経路の定めに

よりＬｄｅｎ６２デシベル以上の航空機騒音が生ずるおそれがある区域に暦

有する者及び既にＬｄｅｎ６２デシベル以上の航空機騒音が生じていた区域

　　　　　　　　

，

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊

に居住している住民のうち本件経路の定めによりその数値が実質的に増加す

るおそれがある者については、本件経路の定めの取消しを求める原告適格を

有すると解し得る（中略） しかるに、 本件では、 原告らのうちにその住所地

において本件経路の定めによりＬｄｅｎで何デシベルの騒音にさらさ，れてい

る者がいるか否かは本件全証拠によっても不明といわざるを得ず （中略） 騒

音被害との関係で原告らに原告適格を認めることはできない」（原判決３６

ページ）とした点につき、 ⑦実質的違法の基準であるＬｄｅｎを用いて原告

　　　

日

　　　　　　　　　　

マ

　

マ
適格の基準とする誤りをおかしている（控訴理由書第２の－２▼４１ページ）

とした上、⑦国土交通省が住民説明会を実施した地域及び騒音測定を実施し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３１



２０２５年４月３０日１８時４２分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＱ５７８０

　

Ｐ，３３

ている地域は、最高裁平成１７年大法廷判決にいう環境影響評価法における

「関係地域」と実質的に同じであるから、 当該地域に居住する者は、 騒音被

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

マ

　

マ

．害との関係で原告適格が認められるべきである （同第２の一３１４２ないし

４４ページ）旨主張し、 墜落・落下物との関係については、 ◎本件経路で採

用されているＲＮＡＶ方式の航行誤差は±１海里であり、本件経路における

標準の飛行ルートから左右方向に１海里の範囲内に居住する住民にとっては、

いつ何時、 墜落ないし部品等の落下事故に巻き込まれる可能性があるかわか

らず、航空機事故の事例も参考にすれば、 本件経略から左右方向に５５５２
・

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

メートルの範囲内に居住する住民には原告適格が認められるべきである（同

マ

　

マ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

・

第２の二３・４８及び４９ページ）、◎本件経路の定めに伴い変更された降下

角度３， ４５度は、 飛行機の墜落を生じかねないものであり、 飛行経路直下

及びその周辺住民に危険をもたらすものであるから、控訴人らに原告適格が

　　　　　　　　　　　　　　　

マ

　

マ

認められるべきである（同第２の二４・５０ないし５２ページ）、⑰本件経路

は横風の影響で危険な経路であり、 着陸に際し、 横風により航空機が飛行ル

　　　　

，

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

ートをそれて周辺の住民の諸権利を侵害する可能性があるから、 控訴人らに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

マ

　

マ

原告適格が認められるべきである（同第２の二５ ▲ ５２ないし５４ページ）、

⑳バードストライクにより川崎石油コンビナートに墜落する危険性があるか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

マ

　

マ

ら、川崎市民である控訴人らには原告適格が認められるべきである（同第２

の二６・５４ないし５７ページ）、◎氷塊をはじめとする航空機由来の落下物

は航空機の墜落以上に多数に及び、脚下げには氷塊落下のリスクがあり一

　

羽

田空港では、 洋上でこれを行う成田空港と異なり、新宿区周辺でなされてお

り、本件経路の定めは周辺住民に氷塊等の落下物によるリスクを強いている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

マ

　　

マ

から、 控訴人らに原告適格が認められるべきである（同第２の二８・５９な

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

いし６１ページ））、 ⑦本件経路の運用にあたり、羽田空港に到着する大型機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

と有視界飛行方式により飛行する小型航空機、回転翼機が混在する空域が発

生するため、航空機の安全確保のために、 特別管制区が設定されているとこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３２



２０２５年４月３０日１８時４３分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＮＯう７８０

　

Ｐ， ３４

　

ろ、 有視界飛行方式（ＶＦＲ）の航空機の東京第２特別管制区への誤進入事

　

案が発生しているほか、 米軍ヘリコプターが特別管制区内に進入して有視界

　

飛行方式により飛行した場合、米軍機は日本の管制官の管制下にないため、

　

特別管制区を飛行する民間航空機の飛行状況を把握することができず、民間

　

航空機の例も米軍ヘリの具体的な飛行経路等の情報を獲得することができず、

　

衝突の具体的危険があるから、控訴人らに原告適格が認められるべきである

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

（控訴埋由書補充書１ないし４ページ） などと主張する。

　　

しかしながら、前記１及び２（１）のとおり、航空法８３条及び同法施行規則

　　

１ ８９条２項は、 航空交通の安全という公益を図った，規定であり、 およそ、

　

・飛行経路周辺住民個々人の個別的利益を図る趣旨の規定でないことは明らか

． であるから、 本件経路の定めについては、騒音被．害の点を捉えたとしても、

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

墜落・落下物の点を捉えたとしても、およそ控訴人らを含む周辺住民に原告

　

適格を認める余地がないのであるから、控訴人らの前記⑦ないし⑦の主張に

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

ついては、詳細を検討するまでもなく失当なものといわざるを得ない。また、

　

この点をおいて、各主張の中身を検討したとしても、 以下に述べるとおり、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

・

　

前記⑦ないし⑦の主張をもって控訴人らの原告適格を肯定すべきものとは言

　

えないから、本件経路の定めについて、 控訴人らの原告適格を否定した原判

　

決を論難する控訴人らの主張には理由がない。

３・本件経路の定めにつき、・控訴人らの原告適格を否定した原判決を論難する控
・

訴人らの主張は理由がないこと

　

｛１）騒音被害との関係で原告適格が認められるべきとする控訴人らの主張に理

　

由がないこと

　

ア

　

控訴人らは、前記２二（２）のとおり、Ｌｄｅｎ６２デシベル以上としうのは

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
・

　　

実質的違法性の基準であることから、これを騒音被害との関係で原告適格

　　

を画する基準として用いることが不当である旨主張 （前記２（２）⑦の主張）

　　

するが、原審被告準備書面（４）第１の２

　

６ ページ）で述べたとおり、航空

３３



２０２５年４月３０日１８時４３分

　　　

東京法務局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， “

機騒音は、 他の一般騒音と比較して、 間欠的に騒音曝露が繰り返されると

いう特徴があることや、環境基本法１６条１項に基づき定められた告示で

ある「航空機騒音に係る環境基準について」（乙４２）において、我が国唯

一の航空機騒音の評価手法としてＬｄｅｎが用いられていることなどから

すれば、 航空機騒音の評価手法としては、 エネルギー積分により．１日の騒

音総量曝露量を評価する手法であるＬｄｅｎを用いることが適切である。

その上で、 仮に、 騒音被害について、 しｄ ｅｎを用いて原告適格を画する

基準を設けるのであれば、定期航空運送事業免許に係る路線を航行する航

空機の騒音によって社会通念上著しい障害を受けることとなる飛行場周辺

．住民が、 当該免許の取消しを訴求する原告適格を有する旨判示した最高裁

平成元年２月１７日第二小法廷判決（民集４３巻２号５６ページ） の調査

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
・

官解説において、 Ｌｄｅｎ以前に騒音の評価指標として用いられていたＷ

ＥＣＰＮＬ４は、つき「これらの基準は、騒音障害に対する補償等のためのも

のであるが、 飛行場周辺住民の原告適格の有無を区分けするための目安と

しても十分機能し得るものと考えられる。 すなわち、例えば、 これまでＷ

ＥＣＰＮ‐Ｌ７５未満であった地域が新たに付与された定期航空運送事業免

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

許に係る路線の航空機の航行が加わった結果、 騒音障害が著しいと認めら

れるＷＢＣＰＮＬ７５以上となった場合には、 当該地域の住民は当該免許

によって著しい騒音障害を受けるということができようし、また、 既にＷ

ＥＣＰＮＬ７５以上の地域の住民は、 新たに付与された定期航空運送事業

免許に係る路線の航空機の航行が加わった結果、 その数値が実質的に増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

したときは、当該免許によって著しい騒音障害を受けるものということが

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

できる」（砦湖正紀・最高裁判所判例解説民事篇平成元年度３５及び３６ペ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　

　

ージ） と指摘されていることからすれば、 原判決が、 騒音被害との関係で

４ 詳細は、原審被告準備書面で翁第１の１（４｝（６及び７ページ）のとおりであり、原判決が摘示

するとおり、 Ｌｄｅｎ６２デシベルはＷＥＣＰＮＬ７５に相当する（原判決３４ページ）。

３４



２０２５年４月３０日１８時４粉

　　　

東京灘局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３６

　

原告適格を画する基準を設ける場合、 Ｌｄｅ ｎ６２デシベル以上を用いる

　

べきとしたことは結論において妥当というべきであり、 これを論難する控

　

訴人らの主張には理由がない。

イ

　

また、 控訴人らは、 国土交通省が住民説明会を実施した地域及び騒音測

　

定を実施している地域が、最高裁平成１７年大法廷判決にいう環境影響評

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

・ 価法における「関係地域］と実質的に同じであるなどと主張（前記２（２）の

　

の主張） をするが、 本件経路を設定するに当たり環境影響評価法１５条の

　　

「関係地域」，
・は定められておらず、 本件は、 最高裁平成１７年大法廷判決

　

と事案を異にするものであり、 控訴人らが指摘する住民説明会は、特定の

　

騒音測定の数値を元に実施区域が決められたものではなく、 飛行経路周辺

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

・

　

の住民が感じる不安の除去等を目的と．して、 自治体の要望を受けて実施さ

　

れているものであって、本件飛行経路を定める国土交通大臣において、 本
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

件経略の定めにより騒音の被害を受ける地域とし・て定めたものではない。

　

さらに、 控訴人らが指摘する飛行経路下の騒音測定の実施は、その曝露状

　

況の実態を広く把握すること及び騒音の状況に関して情報提供を行うため

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

に実施されているものであり、 騒音測定を実施している地域を 「騒音等の

　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

’

　

環境被害を受ける範囲」であると判断して行っているものではないから、

　

控訴人らの主張は、 いずれも前提に誤りがあり、国土交通省が住民説明会

　

を実施した地域及び騒音測定を実施している地域につき原告適格が認めら

　

れるべきとする主張には理由がない。

　　　　

・

｛２｝

　

墜落・落下物との関係で原告適格が認められるべきとする控訴人らの主張

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
に理由がないこと

ア

　

控訴人らは、前記２（２）のとおり、本件経路における標準の飛行ルートか

　

ら左右方向に１海里の範囲内に居住する住民は、墜落ないし部品等の落下

　

事故に巻き込まれる可能性がある （前記２（２）◎の主張）、 本件経路は横風

　

の影響で危険な経路である（同◎の主張） などと主張するが、 これらの主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３５



２０２５年４月３０Ｂ

　

Ｉ総４粉

　　　

東京総局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３７

張は、 いずれも、 極めて抽象的な墜落等の危険性を指摘するものにすぎな

　

いことから、 これらを理由に原告適格が認められるべきとする控訴人らの

主張には理由がない。

イ

　

次に、 控訴人らは、 本件経路の定めに伴い降下角度が３度から３，４５

度に変更されたことが飛行機の墜落を生じさせかねないものである（同⑮

　

の主張）などと主張するが、原審被告準備書面（１）第７の４（２）ウ（６４及

び６５ペ一ジ） で述べたとおり、国内、 海外においても３， ５度の降下角

度を採用してい．る例があり、そうであっても航空機は安全に運用されてい

るほか、 降下角度３． ４５度への引上げの検討に当たっては、 航空会社の

協力を得て、 航空機の性能、 気象など様々な条件を設定し、 シミュレータ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

・

一による安全性の確認を行い、導入後も安全性に問題はない旨パイロット

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

から見解を得ているものであるから、 かかる主張は何らの根拠もなく墜落

　

．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

の危険性を抽象的に述べるものに過ぎないし、 バードストライクによる墜

落の危険性（同◎の主張）についても、同準備書面第７の４（２）イ（６２な

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

いし６４ページ） で述べたとおり、航空機の安全基準は、 構造部材への－

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

定の重量の鳥の衝突やエンジンによる鳥の吸込みも考慮して策定されてお

　

り、万一、 実際にバードストライクが発生した場合にも直ちに安全上問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

が生じることのないよう航空機の安全性が確保されていることから、やは

　

り墜落の危険性を抽象的に述べるものにすぎない， したがって、 これらを

理由に原告適格が認められるべきとする控訴人らの主張にも理由がない。

ウ， また、本件経路の定めが周辺住民に氷塊等の落下物のリスクを強いてい

， る（同◎の主張）・との主張についても、 原審被告準備書面（１）第７の５（２）

イ（６７ページ）で述べたとおり、航空機からの氷塊落下の対策としては、

落下物防止対策基準において、出発前の給水・排水時における残留水の水

切りの徹底、 給水・排水系統からの水の漏洩やその機能（氷塊付着防止の

ためのヒーター等） の定期的な点検などを義務付けてしるところであるか

３６



２０２５年４月３０日１８時４４分

　　　

鯨溺局言公務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３８

　　　

ら、 これも抽象的に落下物の危険性を述べるものにすぎない（なお、 控訴

　　

人らが控訴理由書（６０ページ） で氷塊落下の件数として指摘する９９件

　　

は、茨城県内のみの値ではなく、千葉県内への落下も含めた件数であるし、

　　

脚下げと氷塊落下との因果関係は必ずしも解明されていない，），したがっ

　　

て、 これを理由に原告適格が認められるべきとする控訴人らの主張にも理

　　

由がないｄ

　

工

　

さらに、控訴人らが、本件経路の運用にあたり、特別管制区が設定され

　　

ており、 米軍ヘリコプターが特別管制区内に進入して有視界飛行方式によ

　　

り飛行した場合に民間航空機と衝突する危険性があるなどと主張（同⑦の

　

． 主張） している点については、米軍機も含め、有視界飛行方式の航空機が

　　

特別管制空域（航空法’９４条の２） を通過する場合は、 管制官の許可が必
・

　　

要であり、有視界飛行でみだりに出域・入域できるものではないし、管制

　　

当局は、航空情報により特別管制空域及び計器飛行方式の航空機の離着陸

　　

経路を公示するとともに、特別管制空域に関する情報を米軍に共有し、航

　　

空交通の安全を確保できるように措置を講じているから、かかる主張も抽

　　

象的に危険性を述べるものにすぎない。 したがって、 民間航空機と米軍ヘ

　　

リコプターとの衝突の危険性を理由に原告適格が認められるべきとする控

　　

訴人らの主張にも理由がない，

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

オ

　

このように、 墜落・落下物との関係で原告適格が認められるべきとする

　　

控訴人らの主張（前記２｛２）⑩ないし⑦の主張）は、総じて、．抽象的に墜落・

　

・落下物等の危険性を指摘するものであって、 これらを理由に控訴人らに原

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

告適格が認められるべきとする主張には理由がない。

４

　

小括

　

以上のとおり、本件経路の定めについて、 控訴人らの原告適格を否定した原

判決の判断は結論において正当であり、 これを論難する控訴人らの主張はいず

れも理由がない。

３７
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Ｎ０，５７８０

　

Ｐ， ３９

第５ 結語

　

以上詳述したとおり、 ①本件通知の処分性及び②本件経路の定めの処分性を

否定した原判決の判断は、 いずれも正当である。また、 ③控訴人らにつき、 本

件経路の定めの取消しを求める原告適格を否定した原判決の判断については、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

その判断を導く過程において、 一部誤りがあるものの、 結論としてこれを否定

したことは相当である。 これに対し、 控訴人らが、 控訴理由書及び控訴理由書

　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

補充書において主張する内容は、原判決の前記判断あるいは結論の正当性を揺

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　

．

るがすものではないから、 本件控訴は速やかに棄却されるべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

以

　

上

３８
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２１昭和４５年通知

　　

，１挺幡鱗覇器暴露た累雲鰯下平出肱ｒ”１崎石油コンビ１答ｌａ

令和元年１２月通知

　　

ほ宅蝋露呈鶏繋瓢ふた竺ご、曽鰯斧
出したｒ臓石油コンビ１答１６

４１ 成田空港

　　　　　　　　

１ 成田国際空港

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 客１１０

５１１ＣＡ０

　　　

・１甲雫＊評豊 羅 蟹鴨葛湯繰－
ｃ－ｖ１Ｉ ＡＶ１ａｌ準・ｌ ｅ

制限表面

　　　　

１ 議 調た雛
表面・７ｋ平表面・延長越入表面，円稚叢面及び欄＊平表‘準・１１０

７１ｗＡｓＧ

　　　　

１誓言秤背寵し「しｒｗｏｒ１ｄ
Ａ１ｒＰｏｒｔ ｓ１ｏｔ Ｇｕｉｌ準・１１５

８１ 具体化協議会

　　　　　　

ー

　

首都磯空港機能強化の具体化に向けた協議会

　　　　　　　　　　　

１準１１１９

９１ 駁防法

　　　　　　　　

ｉ

　

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

　

１準１１２０

０１ 行訴法

　　　　　　　　　

１ 行政票件訴訟法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１準１１

　

３４

” 行政処分

　　　　　　　　

１ 行政庁の処分その他公権力の行使！こ当たる行為

　　　　　　　　　　

１準１１３５

２１ 本件各飛行経路

　　　　　

１ 訴状別紙「Ａ１ｐチャート目録」記載の各飛行経路

　　　　　　　　

１準１１ ４５

３１ 本件各飛行経路設定行為

　　

Ｉ

　

ＮＯ．１２の設定行為

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１牟１１ ４５

４１ギ高裁平成－７年大法廷判決ー最高銭判所平成，７年 唖 ｍ大法廷判決

　　　　

１準，Ｔ５「

５１ 外国人国際航空逓送事業者

　

１

　

日本国癌を有しない国際航空運送事業者

　

，

　　　　　　　　　　

１準１１６１

６１ 原告準備書面１

　　　　　

１ 原告の２０２１年（令和３年）４月２２日付け準備書面１

　　　　　　

１回１１

　

４

７１ 本件求釈明

　　　　　　　

－

　

原告準備寄面Ｈこおける求釈明

　　　　　　　　　　　　　　　　

１回１１

　

４

１９１ 東京地数昭和４６年判決

　　

１ 東京地方裁判所昭和４６年１１月８日判決

　　　　　　　　　　　　

１準２１

　

５

２０１原告主張の地位

　　

１摺繋塵潔畜産麦蒔獣様き饗鷲鰭鰯寵竿の事故１こょ１準２ー５

２，１最高戦平成， 卿 欣

　

１最高裁平成，４年，月 岬 判決

　　　　　　　

ｉ準２ー６「

２２１ 最高裁平成元年判決

　　　

ー

　

最高裁平成元年２月１７日判決

　　　　　　　　　　　　　　　　

１準２

２３十平成・・年改正前航空法

　

ぼ 霞 謡 議潔総デ案の当時における航空法（平成１１年法律第７２１準２

２４１ 現行航空法

　　　　

１ 現行の航空法

　　　　　　　　　　　　　　　　

１準２

２５１ 調１１年改正前航空法施行１平成・２年運輸省令第・号による改正前の航空法施行規貝１１

　　　

１準２

２７１ 本件条例

　　　　　　　　

１ 都民の健康と安全を確保する暇既に関する条例

　　　　　　　　　　　

１準２１２６
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Ｐ， ４１

鴎鯖表

　

明田所経路

２９１

　

平成５年段高戯判決

　　　

１

　

平成６年２月２６日最高裁箱１小法廷判決

　　　　　　　　　　　　　

１準３１

　

４

３０１

　

平成２８年最高裁判決

　　　

１ 平成２８年１２月８日最高裁第１小法廷判決

　　　　　　　　　　　　

１準３１

　

４

３１１各厚木最高裁判決

　　

１ 婚 罫雪“年羊ｉ決と最高裁平成５年判決と併せてｒ各厚木最高捌 ｛準３１４

３２１ 本件ファイル

　　　　　　

ｌ

　

ｒ原告主張整理表２２１０１７」 （エクセルフ７イル）

　　　　　　　　　　

１上申１

　

４

３３１ 原告準備書面１１

　　　　

１ 原告らの２０２３年７月１０日付け準備費面１１

　　　　　　　　　　

１準４１

　

４

３４１ 原告主張整理表

　　　　　

－

　

主張整理表（原告適格）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１準４１ ４

３５１ 原告準備書面７

　　　　　　

１ 原告らの２０２２年（令和４年）１２月２日付け準備書面７

　　　　　

１準４１

　

４

３８１ 原告準備書面８

　　　　　

１ 原告らの２０２３年（令和５年）１月１６日付け準備書面８

　　　　　

１準４１

　

４

ａ７１ 原告準備書面９

　　　　　

１ 原告らの２０２３年（令和５年）３月１４日付け準備書面９

　　　　　

１準４－

　

４

３８１ 原告準備普面１０

　　　

１ 原告らの２。２３年（令和６年）６月１５日付け準備筈面，０

　　

１準４１ ４

３９１

　

小原計算表

　　　　　　　

‘

　

小原正志氏作成の計算表「騒音の距糊こよる減衰の計算」

　　　　　　

‘準４１

　

６

４０１

　

Ａ滑走略着陸経略

　　　　

１ 南風崎においてＡ滑走路に着陸する飛行径路

　

，

　　　　　　　　　　

１準４１１０

４１１

　

Ｃ滑走路着陸経略

　　　　

１ 開園時においてＣ滑走捌こ着感ずる飛行篠路

　　　　　　　　　　

１準４１１０

４４１墨縫 竪の椎定騒音巌犬値 帳苧予備筈固１１の別紙ｒ川崎の原告の准定麟宵最大値の計算手法（前１準４１１２

４５１ 原告準備醤面１２

　　　　

１ 原告らの２０２３年（令和５年）１０月１７日付け準備書面１２

　　　

１準５１

　

４

４６１ 原告準備書面１３

　　　　

１ 原告らの２０２３年（令和５年）１１月２９日付け準備書面１３

　　　

１準５１

　

４

４７１ 被告準備筈面【４１

　　　　　

１ 被告の令和５年８月３１日付け準備書面【４）

　　　　　　　　　　　

１準５１

　

４

４８ー控訴理由畜

　　　　

ｉ控訴人らの ｍ ５年（令和７年）１月３ｏ日付け鰯哩由宴

　　

１〒１．５

４９１ 控訴理由書補充書

　　

１控訴人らの ｍ ５年２月２５日錐ナ挫訴理由書犠充筈

　　　

１平Ｌ ５

５０１最高裁平成２ｏ紳ｉ決

　

１ 最高裁平成２ｏ年９月・ｏ日判決

　　　　　　　　

１ヰ１１６

５１１ 束京地裁平成４年判決

　

１東京地裁平成４年３月１８日判決

　　　　　　　　

．
１ギー１７

５２１束京地裁平成２０年判決

　

１束京地裁平成２０年，。月，７日判決

　　　　　　　

１『猿１２９


